
１.新型コロナウイルスへの対応と財政健全化
○新型コロナの影響は長期化の様相を見せており、
資金力の弱い中小企業はすでに限界にきている。そ
の経営実態等を見極めながら、雇用と事業と生活を
守るための支援策を引き続き講じていく必要があり、
国や地方は今般の支援制度の周知・広報の徹底や申
請手続きの簡便化、スピーディーな給付等、実効性を
確保することが重要である。
○新型コロナ拡大の収束を見据えつつ、税制だけで
なくデジタル化への対応や大胆な規制緩和を、ス
ピード感をもって行うなど、日本経済の迅速な回復に
向けた施策を講じる必要があるが、それが財政規律
を無視したバラマキ政策とならないよう十分配慮し、
今年度補正予算で盛り込まれた膨大な予備費につい
ては厳しく使途をチェックする必要がある。
○財政健全化は国家的課題であり、コロナ収束後に
は本格的な歳出・歳入の一体的改革に入れるよう準
備を進めることが重要である。歳入では安易に税の
自然増収を前提とすることなく、また歳出については
聖域を設けずに分野別の具体的な削減の方策と工程
表を明示し、着実に改革を実行するよう求める。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
○社会保障給付費は公費と保険料で構成されており、
持続可能な社会保障制度を構築するには、適正な「負
担」を確保するとともに、「給付」を「重点化・効率化」に
よって可能な限り抑制することが必須である。
○社会保障のあり方では「自助」「公助」「共助」の役割
と範囲を改めて見直すほか、公平性の視点も重要で
ある。医療保険の窓口負担や介護保険の利用者負担
などについては、高齢者においても負担能力に応じ
た公平な負担を原則とする必要がある。
○年金については、「マクロ経済スライドの厳格対応」、

「支給開始年齢の引き上げ」、「高所得高齢者の基礎
年金国庫負担相当分の年金給付削減」等、抜本的な
施策を実施する。
○少子化対策では、現金給付より保育所や学童保育
等を整備するなどの現物給付に重点を置くべきであ
る。企業も積極的に子育て支援に関与できるよう、企
業主導型保育事業のさらなる活用に向けて検討する。
子ども・子育て支援等の取り組みを着実に推進するた
めには安定財源を確保する必要がある。

３．行政改革の徹底
○新型コロナウイルス対策についても、政治の対応
が迷走、行政も旧態依然とした仕組みによる矛盾や
悪弊が明らかとなった。これを機に地方を含めた政府
と議会は「まず隗より始めよ」の精神に基づき自ら身
を削るなど行政改革を徹底しなければならない。国･
地方における議員定数の大胆な削減、歳費の抑制と
国・地方公務員の人員削減と能力を重視した賃金体
系による人件費の抑制を求める。

１．法人税関係
○中小企業は新型コロナ拡大による深刻な影響を受
け不安が増幅し、自然災害による被害も多発するなど
中小企業を取り巻く環境は一段と厳しさを増しており、
事業を継続していくための税制措置の拡充等が必要
である。
○中小法人に適用される軽減税率の特例１５％を本
則化すべきである。また、８００万円以下に据え置かれ
ている軽減税率の適用所得金額を、少なくとも１，６００
万円程度に引き上げる。なお、それが直ちに本則化す
ることが困難な場合は、令和3年3月末日となってい
る適用期限を延長する。

税・財政改革のあり方Ⅰ

中小企業が事業継続するための税制措置Ⅱ

法人会の「令和３年度税制改正に関する提言」が、9月２４日の公益財団法人全国法人会総連合
（以下「全法連｣）の理事会でまとまった。
同提言は、会員企業からの要望意見、税制改正に関するアンケートなどをもとに税制委員会の審
議を経て、取りまとめられたもので、｢税・財制改革のあり方｣「中小企業が事業継続するための税制
措置」「地方のあり方」｢震災復興等｣「その他」からなっている。
全法連では、全国８０万会員の声として、財務省、総務省、中小企業庁、自民党、公明党および国会

議員などに対して実現を求めて要望活動を行っている。
さらに、全国41都道県連および440単位会でも、地元選出の国会議員、地方自治体の首長、議長
あて広汎な要望活動を行っている。提言（要約）は次のとおり。

法人会の「令和３年度税制改正に関する提言」まとまる

コロナ禍における厳しい経営環境を踏まえ、
中小企業に実効性ある支援と税制措置を！ 



○租税特別措置については、公平性・簡素化の観点か
ら、政策目的を達したものは廃止を含めて整理合理
化を行う必要はあるが、中小企業の技術革新など経
済活性化に資する措置は、制度を拡充したうえで本則
化すべきである。
①中小企業投資促進税制については、対象設備を拡
充したうえ、「中古設備」を含める。なお、それが直
ちに困難な場合は、令和３年３月末日までとなって
いる特例措置の適用期限を延長する。

②少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例
措置については、損金算入額の上限（合計３００万
円）を撤廃し全額を損金算入とする。
○新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における
税制上の措置については、新型コロナウイルスの収
束時期が不透明であることから、中小企業の厳しい
経営実態等を見極めながら、適用期限の延長や制度
を拡充すること。

２．消費税関係
○昨年１０月に導入された軽減税率制度は事業者の
事務負担が大きいうえ、税制の簡素化、税務執行コス
トおよび税収確保などの観点から問題が多い。かね
てから税率１０％程度までは単一税率が望ましく、低
所得者対策は「簡素な給付措置」の見直しで対応する
のが適当であることを指摘してきた。国民や事業者
への影響、低所得者対策の効果等を検証し、問題が
あれば同制度の是非を含めて見直しが必要である。
○消費税の滞納防止は税率の引き上げに伴ってより
重要な課題となっている。消費税の制度、執行面にお
いてさらなる対策を講じる必要がある。
○令和５年１０月からの「適格請求書等保存方式」導入
に向け、令和３年１０月より「適格請求書発行事業者」
の登録申請がはじまる。こうした中で新型コロナの拡
大が特に小規模事業者等の事業継続に多大な影響を
与えている。これら事業者が事務負担増等の理由に
より廃業を選択することのないよう、現行の「区分記
載請求書等保存方式」を当面維持するなど、弾力的な
対応を求める。

３．事業承継税制関係
○我が国企業の大半を占める中小企業は、地域経済
の活性化や雇用の確保等に大きく貢献している。中
小企業が相続税の負担等によって事業が承継できな
くなれば、経済社会の根幹が揺らぐことになる。平成
３０年度の税制改正では比較的大きな見直しが行わ
れたが、さらなる抜本的な対応が必要である。
○事業に資する相続については、事業従事を条件と
して他の一般資産と切り離し、非上場株式を含めて事
業用資産への課税を軽減、あるいは免除する本格的
な事業承継税制の創設を求める。
○相続税、贈与税の納税猶予制度は、猶予制度では
なく免除制度に改める。新型コロナの影響などを考
慮すると、平成２９年以前の制度適用者に対しても適
用要件を緩和するなど配慮すべきである。国は円滑
な事業承継が図られるよう、経営者に向けた制度周
知に努める必要がある。なお、特例制度を適用するた

めには、令和５年３月末日までに「特例承継計画」を提
出する必要があるが、これから事業承継の検討（後継
者の選任等）を始める企業にとっては時間的な余裕
がないこと等が懸念されるため、計画書の提出期限
について配慮すべきである。

4．相続税・贈与税関係
○相続税の負担率はすでに先進主要国並みであるこ
とから、これ以上の課税強化は行うべきではない。な
お、贈与税は経済の活性化に資するよう、基礎控除を
引き上げ、相続時精算課税制度の特別控除額（２,５００
万円）を引き上げるべきである。

5．地方税関係
○固定資産税については、令和３年度は評価替えの
年度となるが、今般の新型コロナは企業に多大な影
響を与えていることから、負担増とならないよう配慮
すべきである。さらに、都市計画税と合せて評価方法
および課税方式を抜本的に見直すべきである。

　○今般の新型コロナウイルス拡大は、東京一極集中
のリスクを浮き彫りにする一方、地方分権化と広域行
政の必要性も改めて問いかけることになった。地方分
権化は国と地方の役割分担を見直し、財政や行政の
効率化を図ることであり、これを機に分権化の議論が
さらに高まることを期待したい。

○東日本大震災からの復興に向けて復興期間の後期
である「復興・創生期間（平成２８年度～令和２年度）」
も最終年度である５年目に入ったが、被災地の復興、
産業の再生はいまだ道半ばである。今後の復興事業
に当たってはこれまでの効果を十分に検証し、予算を
適正かつ迅速に執行するとともに、原発事故への対
応を含めて引き続き、適切な支援を行う必要がある。

○税の意義や税が果たす役割を国民が十分に理解し
ているとは言いがたい。学校教育はもとより、社会全
体で租税教育に取り組み、納税意識の向上を図って
いく必要がある。

提言の全文は「全法連ホームページ」で
ご覧いただけます。
https://www.zenkokuhojinkai.or.jp/

地方のあり方Ⅲ

震災復興等Ⅳ

その他Ⅴ

―― 東京法人会連合会 ――
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